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認知症政策研究



認知症政策研究事業　採択課題一覧

　認知症政策研究事業では、認知症の人に対する医療分野と福祉分野との連携による総合
的な対策を一層推進するための実態把握、予防等の施策形成に向けた研究を行います。　

（ア）認知症の発症に対する危険因子の提言や保護的因子の促進に関する研究
（イ）認知症の社会的課題の解決、特に徘徊の課題に関する研究

（ウ）介護者等の負担軽減、認知症の普及・啓発などを含めた、社会創生に関する研究

（エ）一億総活躍社会の実現に向けた認知症の予防、リハビリテーションの効果的手法を確立するための研究

（オ）若年性認知症の人の実態調査や大都市における認知症の実態調査に関する研究

ポピュレーションアプローチによる認知症予防のための社会参加支援の地域介入研究
背景：認知症発症には社会参加など社会的要因も関連し、これに着目した地域介入研究が課題
目的：「通いの場」（サロン）参加による認知症予防効果の検証
方法：①日本老年学的評価研究（JAGES）プロジェクト参加7市町「通いの場」参加者の横断調査
：②愛知県武豊町「通いの場」参加者と非参加者7年間の縦断調査

まとめ ・基本チェックリスト方式より多くの要介護リスク者が通いの場に参加
・通いの場参加による心理社会面の良好な変化を観察
・通いの場参加に伴う認知症発症３割抑制の効果を確認

結果1 通いの場に参加するハイリスク者は
二次予防事業より2倍以上多い

結果3 通いの場参加がきっかけで新たに運動を始めた人　5割

結果4 通いの場参加群で認知症発症3割減

結果2 通いの場参加後の心理社会的変化の割合

厚生労働省公表資料に基づく試算

3.7％　うちハイリスク者半数　　1.9％
2倍以上　　　

二次予防事業参加者率　　0.8％
（平成26年）　　　　　　

通いの場参加率/高齢者人口（平成27年度）

良好な変化　8割前後
7市町通いの場109会場　2,983人

7市町通いの場109会場　2,983人　有効回答　2,578人

認知症度Ⅰ以上の要介護認定　武豊プロジェクト

健康について意識するようになった

人との交流が増えた

幸せを感じるようになった

健康に関する情報が増えた

気持ちが明るくなった

将来の楽しみが増えた

（％）
84.0

81.8

80.2

76.9

75.6

66.5

%
50

40

30

20

10

0

48.7%

22.9
20.0

14.6 13.5

N＝2,983人
（7市町, 109会場）

半分が
認知機能
低下者

運動を始めた
運動を始めていない
無回答

53.3％

オッズ比
1

0.8

0.6

0.4

0.2

0

N＝152　   1,885

2007年から7年間追跡
認知症度ランクⅠ以上の
要介護認定を受ける確立を
参加群と非参加群で比較

参加群 非参加群

0.73
認知機能 運動機能 口腔機能 うつ 栄養状態
要介護リスク5指標該当者割合（基本チェックリスト）

竹田 徳則　星城大学 リハビリテーション学部（教授）

1

2

3

4

5

6

7

竹田　徳則

櫻井　孝

尾島　俊之

神﨑　恒一

岡村　仁

島田　裕之

粟田　主一

星城大学リハビリテーション学部

国立長寿医療研究センターもの忘れセンター

浜松医科大学医学部健康社会医学講座

杏林大学医学部高齢医学

広島大学大学院医歯保健学研究科

東京都健康長寿医療センター研究所

教授

センター長

教授

教授

教授

部長
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ポピュレーションアプローチによる認知症予防のた
めの社会参加支援の地域介入研究

前向きコホート調査に基づく認知症高齢者の徘徊に
関する研究

認知症発生リスクの減少および介護者等の負担軽減
を目指したAge-Friendly Cities の創生に関する研究

認知症地域包括ケア実現を目指した地域社会創生の
ための研究

一億総活躍社会の実現に向けた認知症の予防、リハ
ビリテーションの効果的手法を確立するための研究

認知症の予防と認知症者のリハビリテーションの
ガイドライン作成

若年性認知症の人の生活実態調査と大都市における
認知症の有病率及び生活実態調査

研 究 課 題 名No. 研究代表者 所属機関・部局 職　　名

国立長寿医療研究センター
老年学・社会科学研究センター予防老年学研究部
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